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１－1 

道路構造の手引き 令和７年 4 月 

第１編 総  則 

1.  目的 

この道路構造の手引きは，道路構造令，各種の示方書・基準・指針・要綱・便覧，国土交通省標準設計・通達等を

基に，愛知県独自の基準も盛り込みながら，愛知県建設局，都市・交通局としての統一的な運用を図ることを目的と

して取りまとめたものである。 

よって，この手引きには標準的な事項を定めているので，利用するにあたっては，本来のここに示された諸基準の

背景や，それらが意図することを的確に把握して，合理的な設計に努められたい。 

また，新技術・新工法，コスト縮減技術等については積極的に導入し，技術開発への研鑽にも努められたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1 道路構造の手引きの位置付け 

 

2.  適用範囲及び注意事項 

(1)  この手引きは，愛知県建設局，都市・交通局で実施する道路の計画・設計・施工監督業務等に適用するもの

とする。なお，愛知県建設局，都市・交通局で受託する道路の上記業務についても，委託者側の設計基準に

よる他，この手引きを適用するものとする。 

(2)  この手引きは，普通道路のみに適用するものとし，小型道路の基準を適用する場合については，事業課と相

談するものとする。 

(3)  次の各項目に掲げる場合は，この手引きによらなくてもよい。 

(a)  大規模または特殊な工事で，特別な配慮が必要な場合 

(b)  新技術，新工法による場合 

(c)  その他，この手引きによりにくい場合 

(4)  この手引きの各編において記載されている「事業課と相談するものとする」については，業務の適切な時点

で，必ず実施するものとする。 

(5)  令和 7年 3月改訂において，平成 23年以降改訂されていない各種基準書の更新を主な改訂内容としている。

令和 4 年に新たに第 12 編無電柱化を新規に追加した。第 12編無電柱化については，愛知県内の無電柱化を

円滑に進める目的から愛知県電線共同溝の手引きの内容を抜粋したものを掲載した。そのほか，第 6 編交通

安全に自転車通行帯に関する記載や通学路における防護柵の設置方針について追記している。 

(6)  その他，各編の改訂は，主に（公社）日本道路協会等の最新基準類との整合を図った。 
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（基準・指針など） （地域特性） 
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道路構造の手引き 令和７年 4 月 

3.  字句の意味  

この手引きの末尾に用いられている字句の意味は，次表に示すとおりとする。 

 

表 3.1 字句の意味 

末 尾 に 置 く 字 句 意  味  の  区  分 

…する。 

…するものとする。 

…とする。 

…によるものとする。 

…とおりとする。 

…しなければならない。 

理論上又は実際上の明確な根拠に基づく規定，又は規格や取扱を統一する必要から

設けた規定。 

従って，明確な理由がない限り当該規定を犯してはならない。 

…原則として…とする。 

…を標準とする。 

…を基本とする。 

周囲の状況等によって一律に規制することはできないが，実用上の必要から設けた

規定。 

従って，特に大きな支障がない限り規定に従わなければならない。 

…するのがよい。 

…するのが望ましい。 

理論上又は実際上は規定とおり実施してほしいが，構造により，そこまで厳重に規

制する必要はないと思われる規定。 

従って，規定の主旨を逸脱しない範囲であれば必ずしも当該規定に従う必要はない。 

…してもよい。 

…することができる。 

(1) 本来，厳密な検討を行った上で設計するのがよいが，設計を簡単にすることを旨

とするときの便宜上で，簡便法を与えた規定。 

従って，厳密な検討を行う場合には，それが当該規定に優先する。 

(2) 規定が全て安全側になるように作られているため，それをそのまま適用すると厳

しすぎる場合，緩和するための規定。 

従って，安全側すぎることが明らかな場合には緩和規定によってよい。 

注）この節は，この手引きに用いる末尾に置く語句の意味を明らかにして，適用上の疑義を防ぐために設けている。 

 

4.  留意事項 

(1)  この手引きの適用にあたっては，各種の設計，施工条件等を勘案の上，安全性，使用目的との適用性，維持

管理の容易さ，環境との調和，経済性などを考慮して，合理的な設計等に努めなければならない。 

(2)  この手引きの本文には，その技術的な根拠を示すために，【適用】【参考】として基準・指針等の出典を示し

ている。これらについては下記を意図しているため，本来の諸基準の背景やこれが意図することを的確に把

握されたい。 

【適用】  …諸基準の記載や考え方に基づく場合 

【参考】  …諸基準の記載に基づき，その考え方を踏襲しつつ愛知県の特性を踏まえて定める場合 

また，「標準図，参考図，……の例」として具体的な形状を示したもの，及び本文の他に「参考資料」と称

する附則文を含めたものから構成されている編もあるが，これらについては下記を意図しているため，適正に

運用されたい。 

【標準図】 …指針となる標準寸法，構造などを表すことによって，設計思想，留意点及び取り合いなどの標準を

示したもの。 

【参考図】 …標準と思われる一例を示したものであり，詳細設計などにおける設計・図面作成内容の参考とする

もの。 

【…の例】 …参考図と同じ 

【参考資料】…この手引きを適正に運用していくための補足説明的なものなどを附則文としたもの。 

(3)  この手引きは，編集時点の各種技術基準などを基にしているが，今後，運用基準などの制改定などが実施さ

れる場合もあるので留意されたい。 
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道路構造の手引き 令和７年 4 月 

5.  関連適用基準 

この手引きに関する主な基準・指針類は表 5.1 のとおりである。 

 

表 5.1 関連適用基準 (1)  

 

分
類

基
準

・指
針

類
現

手
引

き
発

刊
期

最
新

発
刊

期
（R

6.
6確

認
）

発
行

者

第
１

編
総

則
第

２
編

道
路

幅
員

第
３

編
交

差
点

の
設

計

第
４

編
舗

装
第

５
編

排
水

・
ﾎ

ﾞｯ
ｸ
ｽ

ｶ
ﾙ

ﾊ
ﾞｰ

ﾄ

第
６

編
交

通
安

全
第

７
編

道
路

緑
化

第
８

編
の

り
面

保
護

・擁
壁

第
９

編
環

境
第

１
０

編
ト

ン
ネ

ル
第

１
１

編
維

持
修

繕
第

12
編

無
電

柱
化

第
13

編
照

査

道
路

構
造

令
の

解
説

と
運

用
H

27
.6

R
3.

3
(公

社
)日

本
道

路
協

会
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

道
路

の
交

通
容

量
S

59
.9

S
59

.9
(公

社
)日

本
道

路
協

会
○

○
○

立
体

横
断

施
設

技
術

基
準

・同
解

説
S

54
.1

S
54

.1
(公

社
)日

本
道

路
協

会
○

○

道
路

照
明

施
設

設
置

基
準

・同
解

説
H

19
.1

0
H

19
.1

0
(公

社
)日

本
道

路
協

会
○

○
○

○

視
線

誘
導

標
設

置
基

準
・同

解
説

S
59

.1
0

S
59

.1
0

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○
○

道
路

標
識

設
置

基
準

・同
解

説
S

62
.1

R
2.

6
(公

社
)日

本
道

路
協

会
○

○

道
路

反
射

鏡
設

置
指

針
S

55
.1

2
S

55
.1

2
(公

社
)日

本
道

路
協

会
○

○

視
覚

障
害

者
誘

導
用

ブ
ロ

ッ
ク

設
置

指
針

・同
解

説
S

60
.9

S
60

.9
(公

社
)日

本
道

路
協

会
○

○

駐
車

場
設

計
・施

工
指

針
　

同
解

説
H

4.
11

H
4.

11
(公

社
)日

本
道

路
協

会
○

○

防
護

柵
の

設
置

基
準

・同
解

説
H

28
.1

2
H

28
.1

2
(公

社
)日

本
道

路
協

会
○

○
○

車
両

用
防

護
柵

標
準

仕
様

・同
解

説
H

16
.3

H
16

.3
(公

社
)日

本
道

路
協

会
○

○

道
路

緑
化

技
術

基
準

・同
解

説
H

28
.3

H
28

.3
(公

社
)日

本
道

路
協

会
○

○

（自
転

車
道

等
の

設
計

基
準

解
説

）
S

49
.1

0
S

49
.1

0
(公

社
)日

本
道

路
協

会
○

道
路

の
移

動
円

滑
化

整
備

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

H
20

.2
H

23
.8

(一
財

)国
土

技
術

セ
ン

タ
ー

○
○

○
○

改
訂

　
平

面
交

差
の

計
画

と
設

計
　

基
礎

編
H

30
.1

1
H

30
.1

1
(一

社
)交

通
工

学
研

究
会

○
○

改
訂

　
平

面
交

差
の

計
画

と
設

計
　

応
用

編
H

19
.1

0
H

19
.1

0
(一

社
)交

通
工

学
研

究
会

○
○

平
面

交
差

の
計

画
と

設
計

　
－

事
例

集
－

H
8.

5
H

8.
5

(一
社

)交
通

工
学

研
究

会
○

○

路
面

標
示

設
置

マ
ニ

ュ
ア

ル
H

16
.7

H
24

.1
(一

社
)交

通
工

学
研

究
会

○
○

○

交
通

信
号

の
手

引
H

18
.7

H
18

.7
(一

社
)交

通
工

学
研

究
会

○
○

交
差

点
改

良
の

キ
ー

ポ
イ

ン
ト

H
23

.1
H

23
.1

(一
社

)交
通

工
学

研
究

会
○

○

改
訂

 平
面

交
差

の
計

画
と

設
計

 自
転

車
通

行
を

考
慮

し
た

交
差

点
設

計
の

手
引

R
2.

10
R

2.
10

(一
社

)交
通

工
学

研
究

会
○

○

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

・ゾ
ー

ン
形

成
マ

ニ
ュ

ア
ル

H
8.

5
H

8.
5

(一
社

)交
通

工
学

研
究

会
○

○

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

・ゾ
ー

ン
実

践
マ

ニ
ュ

ア
ル

H
12

.7
H

12
.7

(一
社

)交
通

工
学

研
究

会
○

○

生
活

道
路

の
ゾ

ー
ン

対
策

マ
ニ

ュ
ア

ル
H

29
.6

(一
社

)交
通

工
学

研
究

会

交
差

点
事

故
対

策
の

手
引

き
H

14
.1

1
H

14
.1

1
(一

社
)交

通
工

学
研

究
会

○
○

交
通

工
学

ハ
ン

ド
ブ

ッ
ク

　
20

14
H

20
.7

H
25

.1
2

(一
社

)交
通

工
学

研
究

会
○

や
さ

し
い

交
通

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

H
12

.6
H

12
.6

(一
社

)交
通

工
学

研
究

会
○

交
通

調
査

実
務

の
手

引
き

H
20

.7
R

1.
10

(一
社

)交
通

工
学

研
究

会
○

道
路

投
資

の
費

用
便

益
分

析
H

20
.6

H
20

.6
(一

社
)交

通
工

学
研

究
会

○

安
全

で
快

適
な

自
転

車
利

用
環

境
創

出
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
H

28
.7

H
28

.7
国

土
交

通
省

 道
路

局
・警

察
庁

 交
通

局
○

○
○

○
○

○

道
路

標
識

ハ
ン

ド
ブ

ッ
ク

・2
02

1年
版

H
30

.6
R

4.
1

(一
社

)全
国

道
路

標
識

標
示

業
協

会
○

○

H
ig

hw
ay

 C
a
pa

ci
ty

 M
an

ua
l2

00
0

H
12

不
明

T
ra

ns
po

rt
at

io
n 

R
es

ea
rc

h 
B

oa
rd

○

交
通

事
故

対
策

・評
価

マ
ニ

ュ
ア

ル
お

よ
び

交
通

事
故

対
策

事
例

集
H

17
.5

H
17

.5
（公

財
）交

通
事

故
総

合
分

析
セ

ン
タ

ー
○

道
路

土
工

要
綱

H
21

.3
H

21
.7

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○
○

○

道
路

土
工

－
盛

土
工

指
針

H
22

.4
H

22
.4

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○
○

道
路

土
工

－
切

土
工

・斜
面

安
定

工
指

針
H

21
.6

H
21

.6
(公

社
)日

本
道

路
協

会
○

○
○

○

道
路

土
工

－
軟

弱
地

盤
対

策
工

指
針

H
24

.8
H

24
.8

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○
○

○

道
路

土
工

－
擁

壁
工

指
針

H
24

.9
H

24
.9

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○
○

○

道
路

土
工

－
カ

ル
バ

ー
ト

工
指

針
H

22
.3

H
22

.3
(公

社
)日

本
道

路
協

会
○

○
○

道
路

土
工

－
仮

設
構

造
物

工
指

針
H

11
.3

H
11

.3
(公

社
)日

本
道

路
協

会
○

○
○

(道
路

土
工

－
排

水
工

指
針

)
S

62
.6

廃
止

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○
○

(道
路

土
工

－
土

質
調

査
指

針
)

S
61

.1
1

廃
止

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○
○

(道
路

土
工

－
施

工
指

針
)

S
61

.1
1

廃
止

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○

共
同

溝
設

計
指

針
H

14
.3

不
明

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○
○

○
○

道
路

橋
示

方
書

・同
解

説
　

Ⅰ
共

通
編

　
Ⅳ

下
部

構
造

編
H

29
.1

1
H

29
.1

1
(公

社
)日

本
道

路
協

会
○

○
○

○

道
路

橋
示

方
書

・同
解

説
　

Ⅴ
耐

震
設

計
編

H
29

.1
1

H
29

.1
1

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○
○

○
○

杭
基

礎
設

計
便

覧
H

27
.4

R
2.

9
(公

社
)日

本
道

路
協

会
○

○

杭
基

礎
施

工
便

覧
H

27
.4

R
2.

9
公

(社
)日

本
道

路
協

会
○

○

落
石

対
策

便
覧

H
29

.1
2

H
29

.1
2

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○
○

落
石

対
策

便
覧

に
関

す
る

参
考

資
料

－
落

石
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
手

法
の

調
査

研
究

資
料

H
14

.4
H

14
.4

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○
○

道
路

防
雪

便
覧

H
2.

5
H

2.
5

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○

道
路

震
災

対
策

便
覧

（震
前

対
策

編
）

H
18

.9
H

18
.9

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○

道
路

震
災

対
策

便
覧

（震
災

危
機

管
理

編
）

R
1.

9
R

1.
9

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○

道
路

震
災

対
策

便
覧

（震
災

復
旧

編
）

H
19

.3
R

5.
3

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○

ク
ロ

ソ
イ

ド
ポ

ケ
ッ

ト
ブ

ッ
ク

S
49

.8
S

49
.8

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○

料
金

徴
収

施
設

設
置

基
準

(案
)・

同
解

説
H

11
.9

H
11

.9
(公

社
)日

本
道

路
協

会
○

道
路

技
術

基
準

図
書

の
S

I単
位

系
移

行
に

関
す

る
参

考
資

料
H

14
.1

1
H

14
.1

1
(公

社
)日

本
道

路
協

会
○

路
上

自
転

車
・自

動
二

輪
車

等
駐

車
場

設
置

基
準

・同
解

説
H

19
.1

H
19

.1
(公

社
)日

本
道

路
協

会
○

全
国

積
雪

寒
冷

特
別

地
域

指
定

図
H

13
.3

不
明

(社
)雪

セ
ン

タ
ー

○
○

補
強

土
（テ

ー
ル

ア
ル

メ
）壁

工
法

設
計

・施
工

マ
ニ

ュ
ア

ル
　

第
4回

　
改

訂
版

H
15

.1
1

H
26

.9
（財

）土
木

研
究

セ
ン

タ
ー

○
○

幾 何 構 造 ・ 交 通 工 学 関 係 土 工 関 係



１－4 

 

道路構造の手引き 令和７年 4 月 分
類

基
準

・
指

針
類

現
手

引
き

発
刊

期
最

新
発

刊
期

（
R

6
.6

確
認

）
発

行
者

第
１

編
総

則
第

２
編

道
路

幅
員

第
３

編
交

差
点

の
設

計

第
４

編
舗

装
第

５
編

排
水

・
ﾎ

ﾞｯ
ｸ
ｽ

ｶ
ﾙ

ﾊ
ﾞｰ

ﾄ

第
６

編
交

通
安

全
第

７
編

道
路

緑
化

第
８

編
の

り
面

保
護

・
擁

壁

第
９

編
環

境
第

１
０

編
ト

ン
ネ

ル
第

１
１

編
維

持
修

繕
第

1
2
編

無
電

柱
化

第
1
3
編

照
査

多
数

ア
ン

カ
ー

式
補

強
土

壁
工

法
設

計
・
施

工
マ

ニ
ュ

ア
ル

　
第

4
回

H
1
4
.1

0
H

2
6
.8

（
財

）
土

木
研

究
セ

ン
タ

ー
○

○

ジ
オ

テ
キ

ス
タ

イ
ル

を
用

い
た

補
強

土
の

設
計

施
工

マ
ニ

ュ
ア

ル
　

第
2
回

改
訂

版
H

1
2
.2

H
2
5
.1

2
（
財

）
土

木
研

究
セ

ン
タ

ー
○

○

建
設

発
生

土
利

用
技

術
マ

ニ
ュ

ア
ル

　
第

4
版

H
1
6
.9

H
2
5
.1

2
(財

)土
木

研
究

セ
ン

タ
ー

○

愛
知

県
の

確
率

降
雨

H
1
8
.1

H
1
8
.1

愛
知

県
建

設
部

河
川

課
○

○

落
石

防
護

柵
設

計
の

手
引

き
解

説
Ｈ

1
6
.4

Ｈ
1
6
.4

愛
知

県
建

設
部

道
路

維
持

課
○

○

コ
ン

ク
リ

ー
ト

標
準

示
方

書
【
設

計
編

】
H

3
0
.3

R
5
.3

(公
社

)土
木

学
会

○
○

○

コ
ン

ク
リ

ー
ト

標
準

示
方

書
【
施

工
編

】
H

3
0
.3

R
5
.3

(公
社

)土
木

学
会

○
○

○

コ
ン

ク
リ

ー
ト

標
準

示
方

書
【
ダ

ム
コ

ン
ク

リ
ー

ト
編

】
H

2
5
.1

0
R

5
.3

(公
社

)土
木

学
会

○
○

コ
ン

ク
リ

ー
ト

標
準

示
方

書
【
維

持
管

理
編

】
H

3
0
.1

0
R

5
.3

(公
社

)土
木

学
会

○
○

○

コ
ン

ク
リ

ー
ト

標
準

示
方

書
【
規

準
編

】
H

3
0
.1

0
R

5
.9

(公
社

)土
木

学
会

○
○

○

大
型

ブ
ロ

ッ
ク

積
み

擁
壁

 設
計

・
施

工
マ

ニ
ュ

ア
ル

H
1
6
.9

不
明

(社
)土

木
学

会
　

四
国

支
部

○
○

土
木

構
造

物
設

計
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
土

木
構

造
物

設
計

マ
ニ

ュ
ア

ル
（
案

）
Ｈ

1
1
.1

1
不

明
(社

)全
日

本
建

設
技

術
協

会
○

○
○

○

土
木

構
造

物
設

計
マ

ニ
ュ

ア
ル

（
案

）
に

係
わ

る
設

計
・
施

工
の

手
引

き
（
案

）
［
ボ

ッ
ク

ス
カ

ル
バ

ー
ト

・
擁

壁
編

］
Ｈ

1
1
.1

1
Ｈ

1
1
.1

1
(社

)全
日

本
建

設
技

術
協

会
○

○
○

○

国
土

交
通

省
　

土
木

構
造

物
標

準
設

計
Ｈ

1
2
.9

Ｈ
1
2
.9

(社
)全

日
本

建
設

技
術

協
会

○
○

○
○

グ
ラ

ン
ド

ア
ン

カ
ー

設
計

・
施

工
基

準
，

同
解

説
H

2
4
.5

H
2
4
.5

(公
社

)地
盤

工
学

会
○

○

の
り

枠
工

の
設

計
 ・

施
工

指
針

H
1
8
.1

1
H

2
5
.1

0
(社

)全
国

特
定

法
面

保
護

協
会

○
○

日
本

P
C

ボ
ッ

ク
ス

カ
ル

バ
ー

ト
製

品
協

会
規

格
Ｈ

1
3
.6

不
明

日
本

P
C

ボ
ッ

ク
ス

カ
ル

バ
ー

ト
製

品
協

会
○

○

プ
レ

キ
ャ

ス
ト

ボ
ッ

ク
ス

カ
ル

バ
ー

ト
設

計
・
施

工
マ

ニ
ュ

ア
ル

H
3
0
.4

不
明

全
国

ボ
ッ

ク
ス

カ
ル

バ
ー

ト
協

会
○

○
○

ア
ー

チ
カ

ル
バ

ー
ト

設
計

施
工

要
覧

H
1
3
.6

不
明

日
本

ア
ー

チ
カ

ル
バ

ー
ト

工
業

会
○

○

中
部

地
区

コ
ン

ク
リ

ー
ト

2
次

製
品

協
会

規
格

Ｈ
1
2
.4

不
明

中
部

地
区

コ
ン

ク
リ

ー
ト

2
次

製
品

構
造

規
格

検
討

委
員

会
○

下
水

道
施

設
計

画
・
設

計
指

針
と

解
説

R
1
.9

R
1
.9

(公
社

)日
本

下
水

道
協

会
○

○

国
土

交
通

省
河

川
砂

防
技

術
基

準
同

解
説

計
画

編
H

2
0
.7

不
明

(社
)日

本
河

川
協

会
○

防
災

調
節

池
等

技
術

基
準

（
案

）
解

説
と

設
計

実
例

 増
補

改
訂

（
一

部
修

正
版

）
Ｈ

1
9
.9

Ｈ
1
9
.9

(社
)日

本
河

川
協

会
○

砂
防

設
計

公
式

集
（
マ

ニ
ュ

ア
ル

）
Ｓ

6
1
.5

不
明

(社
)全

国
治

水
砂

防
協

会
○

治
山

技
術

基
準

解
説

Ｓ
5
8
.3

不
明

(社
)日

本
治

山
治

水
協

会
○

最
新

防
災

ハ
ン

ド
ブ

ッ
ク

Ｓ
5
8
.4

Ｓ
5
8
.4

建
設

産
業

調
査

会
○

新
編

防
雪

工
学

ハ
ン

ド
ブ

ッ
ク

Ｈ
9
.9

H
2
2
.1

1
(社

)日
本

建
設

機
械

化
協

会
○

道
路

付
属

物
の

基
礎

に
つ

い
て

（
通

達
）

S
5
0
.7

S
5
0
.7

建
設

省
○

舗
装

の
構

造
に

関
す

る
技

術
基

準
・
同

解
説

Ｈ
1
3
.9

Ｈ
1
3
.9

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○
○

舗
装

性
能

評
価

法
－

必
須

お
よ

び
主

要
な

性
能

評
価

の
評

価
法

編
H

1
8
.1

H
2
5
.4

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○
○

舗
装

性
能

評
価

法
・
別

冊
－

必
要

に
応

じ
定

め
る

性
能

指
標

の
評

価
法

編
H

2
0
.3

H
2
0
.3

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○
○

舗
装

設
計

施
工

指
針

　
平

成
１

８
年

度
版

H
1
8
.2

H
1
8
.2

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○
○

○

舗
装

設
計

便
覧

　
平

成
１

８
年

度
版

H
1
8
.2

H
1
8
.2

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○
○

○

舗
装

施
工

便
覧

　
平

成
１

８
年

度
版

H
1
8
.2

H
1
8
.2

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○
○

○

舗
装

再
生

便
覧

H
2
2
.1

1
R

6
.3

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○
○

○

舗
装

試
験

法
便

覧
H

3
1
.3

H
3
1
.3

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○
○

舗
装

試
験

法
便

覧
別

冊
（
暫

定
試

験
方

法
）

Ｈ
1
9
.6

不
明

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○
○

コ
ン

ク
リ

ー
ト

舗
装

に
関

す
る

技
術

資
料

H
2
1
.8

H
2
1
.8

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○
○

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

混
合

所
便

覧
（
平

成
8
年

版
）

Ｈ
8
.1

0
Ｈ

8
.1

0
(公

社
)日

本
道

路
協

会
○

○

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

舗
装

工
事

共
通

仕
様

書
解

説
（
改

訂
版

）
Ｈ

4
.1

2
Ｈ

4
.1

2
(公

社
)日

本
道

路
協

会
○

○

耐
流

動
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
混

合
物

Ｈ
9
.1

Ｈ
9
.1

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○
○

道
路

橋
床

版
防

水
便

覧
H

1
9
.3

H
1
9
.3

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○
○

環
境

改
善

を
目

指
し

た
舗

装
技

術
（
２

０
０

４
年

版
）

H
1
7
.3

H
1
7
.3

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○
○

透
水

性
舗

装
ガ

イ
ド

ブ
ッ

ク
２

０
０

７
H

1
9
.3

H
1
9
.3

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○
○

環
境

に
配

慮
し

た
舗

装
技

術
に

関
す

る
ガ

イ
ド

ブ
ッ

ク
H

2
1
.6

H
2
1
.6

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○
○

道
路

維
持

修
繕

要
綱

（
改

訂
版

）
Ｓ

5
3
.7

Ｓ
5
3
.7

(公
社

)日
本

道
路

協
会

○
○

○

転
圧

コ
ン

ク
リ

ー
ト

舗
装

技
術

指
針

（
案

）
Ｈ

2
.1

1
Ｈ

2
.1

1
(公

社
)日

本
道

路
協

会
○

○

排
水

性
舗

装
技

術
指

針
（
案

）
Ｈ

8
.1

1
Ｈ

8
.1

1
(公

社
)日

本
道

路
協

会
○

○

(ア
ス

フ
ァ

ル
ト

舗
装

要
綱

)
H

4
.1

2
不

明
(公

社
)日

本
道

路
協

会
○

○

(簡
易

舗
装

要
綱

）
S

5
4
.1

0
S

5
4
.1

0
(公

社
)日

本
道

路
協

会
○

フ
ル

デ
プ

ス
・
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
舗

装
設

計
施

工
指

針
（
案

）
S

6
1
.1

S
6
1
.1

(社
)日

本
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
協

会
○

○

イ
ン

タ
ー

ロ
ッ

キ
ン

グ
ブ

ロ
ッ

ク
舗

装
設

計
施

工
要

領
H

1
9
.3

H
1
9
.3

(社
)イ

ン
タ

ー
ロ

ッ
キ

ン
グ

ブ
ロ

ッ
ク

舗
装

技
術

協
会

○
○

舗
装

用
平

板
施

工
仕

様
書

（
例

）
H

2
9
.3

H
2
9
.3

全
国

エ
ク

ス
テ

リ
ア

コ
ン

ク
リ

ー
ト

協
会

○
○

舗
装

種
別

選
定

の
手

引
き

-
R

3
.1

2
(公

社
)日

本
道

路
協

会
○

○

土 工 関 係 舗 装 関 係

 

表 5.1 関連適用基準 (2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１－5 

道路構造の手引き 令和７年 4 月 

分
類

基
準

・指
針

類
現

手
引

き
発

刊
期

最
新

発
刊

期
（R

6.
6確

認
）

発
行

者

第
１

編
総

則
第

２
編

道
路

幅
員

第
３

編
交

差
点

の
設

計

第
４

編
舗

装
第

５
編

排
水

・
ﾎ

ﾞｯ
ｸ
ｽ

ｶ
ﾙ

ﾊ
ﾞｰ

ﾄ

第
６

編
交

通
安

全
第

７
編

道
路

緑
化

第
８

編
の

り
面

保
護

・擁
壁

第
９

編
環

境
第

１
０

編
ト

ン
ネ

ル
第

１
１

編
維

持
修

繕
第

12
編

無
電

柱
化

第
13

編
照

査

道
路

ト
ン

ネ
ル

技
術
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表 5.1 関連適用基準 (3)  
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道路構造の手引き 令和７年 4 月 

 

 【参考】土工の技術基準類について 

道路土工要綱の基準体系は，これまでの８分冊構成から 6分冊構成への再編がされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】道路土工要綱，P3，平成 21年 7 月，(社)日本道路協会 

 

図 5.1 道路土工指針の体系 

 

道路土工要綱(H2.8) 

道路土工－ 

排水工指針 

(S62.6) 

道路土工－ 

土質調査指針 

(S61.11) 

道路土工－ 

軟弱地盤対策工指

針(S61.11) 

道路土工－ 

施工指針 

(S61.11) 

道路土工－ 

擁壁工指針

(H11.3) 

道路土工－ 

カルバート工指

針(H11.3) 

道路土工－ 

のり面工・斜面安定処

理工指針(H11.3) 

道路土工－ 

仮設構造物工指

針(H11.3) 

道路土工指針の旧体系図 

道路土工指針の新体系図 

道路土工要綱（基本編・共通編） 

＜道路土工全般＞ 

盛土工指針 

＜盛土部における盛土の構築＞ 

切土工・斜面安定工指針 

＜切土部における切土のり面工， 

自然斜面の安定対策＞ 

軟弱地盤対策工指針 

＜盛土部における 

軟弱地盤対策＞ 

カルバート工指針 

＜盛土部における 

カルバートの構築＞ 

擁壁工指針 

＜盛土部・切土部に 

おける擁壁の構築＞ 

仮設構造物工指針 

＜仮設構造物の構築＞ 

＜本設構造物＞ 
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道路構造の手引き 令和７年 4 月 

6.  道路の計画・設計・施工の基本 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1 道路計画・施工の流れ 

 

※関係機関協議については，第 13 編照査 4.関係機関協議 を参照するとよい。 

整 備 計 画 の 検 討 
① 

概 略 設 計 (Ａ)(Ｂ) 

② 

予 備 設 計 (Ａ) 
④ 

意向聴取（他官庁・自治体） 

事 業 化 の 検 討 

③ 

環 境 影 響 評 価 

都 市 計 画 決 定 

基準点測量，水準測量，平板測量，路線測量 

⑤ 

予 備 設 計 (Ｂ) 

⑥ 

長期計画，五箇年計画 

路線プライオリティ  等 

計画協議 

(他官庁・自治体・地元 等) 

11.河  川  6.交通警察 

12.道  路  7.地下埋設物 

13.鉄  道  8.埋蔵文化財有無 

14.港湾運河  9.土壌汚染 

5.湖  沼 10.地 元 等 

詳 細 設 計 (Ａ)(Ｂ) 

⑩ 

区 域 決 定 

又 は 変 更 

⑧ 
用 地 測 量 

⑦ 

用 地 買 収 

⑨ 

工 事 施 工 

供 用 開 始 管 理 台 帳 整 備 

愛知県広域道路整備 

基本計画 等 

法規制協議 

自然公園法 砂防法 

森林法 農地法 等 

埋 蔵 文 化 財 調 査 
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道路構造の手引き 令和７年 4 月 

① 整備計画の検討 

広域的な観点から道路網全体として将来の道路交通需要に対処できるように，人口，経済，土地利用状況およ

び将来の計画諸指標（交通施設，道路交通現況，将来交通量の推計，交通事故，道路周辺環境，その他）等の調

査を行い対象とする道路の性格，果たすべき機能，処理すべき交通の量と質などを明確にし，比較路線を総合評

価し，整備路線基本計画ルート帯を決定するとともに，既往の整備方針との整合を図りつつ，路線または区間の

整備計画の策定を行うものとする。 

ただし、各新設，改良工事等に伴う地形改変による新たな土砂災害警戒区域等の指定の可能性がある場合は，

各建設事務所河川（港湾）整備課の土砂災害防止法担当または砂防課のほか道路事業課に連絡すること。 

② 概略設計(A)(B)  

決定済みの基本計画ルート帯を中心に，概略設計(Ａ)は地形図(1/5,000 程度)を基に，また，概略設計(Ｂ)は

空中写真測量図（1/2,500 程度）を基に，ルートに関する比較設計を行い，概略ルートを選定するものとする。

ただし，都市計画決定済み路線や局部的な整備の場合は省略する場合もある。 

③ 事業化の検討  

計画路線に対し，長期計画，五箇年計画あるいは路線のプライオリティ等から検討を加え，路線または区間に

対する事業化を決定するものとする。 

④ 予備設計(Ａ)  

主として自治体及び他官庁等との計画協議に使用する図書を作成するもので，設計は一般に概略与えられた計

画線を基に地形図(1/1,000)を用いて行われ，道路の基本構造の決定及び中心線線形の確定が中心となる。ただ

し，都市計画決定済み路線や局部的な整備の場合は省略する場合もある。 

⑤ 基準点測量，水準測量，平板測量，路線測量  

地元の了解を得て，④で確定した中心線に基づいて中心杭を現地に設置し，実測平面図(1/1,000 または 1/500) 

及び縦横断図を作成するものとする（幅杭設置は除く）。 

⑥ 予備設計(Ｂ)  

主として用地幅を決定するための設計であり，路線測量図を用いて行われ，他官庁・自治体・地元等との協議

結果を踏まえた用地幅確定に必要な道路構造の確定を中心とする。また，用地幅の確定に当たり橋梁等主要構造

物の基本構造が必要な場合には，これら主要構造物に対する予備設計を実施し，当該設計内容に反映するものと

する。ただし，都市計画決定済み路線や局部的な整備の場合は省略する場合もある。 

⑦ 用地測量  

現地で用地取得範囲を確定するため，幅杭の設置を行う。また，必要な用地を取得するため土地及び支障とな

る物件等の用地及び補償に係る各種測量及び調査を行う。 

⑧ 区域決定又は変更  

道路の区域を明らかにし，道路法が適用できるよう県知事が道路の区域の決定または変更するものであり，公

報に公示し，一般の縦覧に供する。 

道路の区域の決定または変更は，計画が確定した段階で，かつ，用地買収の前に速やかに行う必要がある。 

⑨ 用地買収  

上記調査で得た資料に基づき，用地買収及び物件等の補償を行う。 

⑩ 詳細設計(Ａ)(Ｂ)  

工事実施（積算等を含む）に必要な設計図作成及び数量計算等を行う設計であり，詳細設計 (A)は予備設計結

果に基づいて行うもので，詳細設計(Ｂ)は予備設計成果のない場合に行うものである。そのため，局部的な整備

の場合等予備設計を踏まえずに詳細設計を実施する場合には詳細設計(Ｂ)となる。また，地域状況あるいは路線

整備の規模によっては，詳細設計実施後に用地幅を確定し，用地買収を行う場合もある。 
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7.  用地境界杭の設置 

7.1  概説 

新しい道路を計画し，各地主から貴重な用地を取得して道路を建設していくが，比較的新しい時期に供用開始した

にもかかわらず，道路敷地の管理が，一般の県有地や他機関の道路敷地の管理と比べ，特に境界杭の設置が十分でな

いことが原因で，後日境界立会申請を受けた場合など，道路の維持管理業務に，支障を来している事例が多く見受け

られる。 

そこで境界杭の設置の考え方，方法などについて，基本となる考え方を整理し，実務の参考となるよう内容をまと

めたものである。 

いうまでもなく，本編に書かれた内容は，現場を施工するにあたって実施していかねばならない当然のことばかり

ではあるが，なお，知っていなければならない登記事務など専門的な知識も一部含まれている。 

従って，建設完成時の担当職員は，本編の考え方を理解のうえ境界杭設置を実施され，道路管理者としての今後の

適切な維持管理に寄与されたい。 

 

7.2  用語の説明 

(1)  用地境界杭 

道路と民地との境界を表したり，併せて民地間の境界をも示す永久標（以下「用地境界杭」という。）で，

下の「用地幅杭」を工事完了後，永久標に代えたもの。コンクリート製境界杭が基本であり，サイズは目的や

用途によって変えることもある。 

(2)  用地幅杭(6*6*60) 

用地取得を目的に，原則として測点毎（20m）に道路の両側に打つ木杭（以下「幅杭」という。）と，次の「民

地界幅杭」を併せたもの。（以下「用地幅杭」という。） 

(3)  民地界仮杭(6*6*60) 

用地取得を目的に，用地幅杭線と民地間の境界線の交点を交点計算等で求め，現地に設置した木杭またはプ

ラスチック杭（以下「民地界幅杭」という。）で，工事完了後「用地境界杭」に代わる。 

(4)  境界杭（点） 

民地など一筆毎の土地の境界を表すため，現地に設置してある標杭，目印，目串。 

(5)  基準点 

国家公共座標を現地に表すため，国等が設定した基準点や，県の行う測量を国家公共座標化する目的で，基

準点から拡大延長し，現場付近に設定した国の基準点を補足する基準点をいう。 

(6)  補足基準点(6*6*60) 

結合多角方式や，単路線方式などを用い，国家公共座標を使った道路の用地測量や路線測量などが実施でき

るよう，上記基準点を基に現地に設置したミニ基準点であり，トラバー杭（点）ともいう。 

(7)  用地実測図 

各筆の所在，地番，土地所有者，基準点や補助基準点，境界点，「用地幅杭」，面積計算表など，各筆の用地

取得計画面積が記載されている用地図であり，用地測量図ともいう。また，用地業務に携わる担当者は丈量図

（じょうりょうず）とも呼んでいる。 

(8)  地積測量図 

(a)  用地取得を行うにあたって，必要となる各筆の分筆部分などの面積計算が表してある図面で，これにより

法務局に分筆申請する。境界点には現地に設置した境界標の種類の明示が義務付けられている。 

(b)  分合筆を行った筆の地積測量図は法務局に永年保存されていて，閲覧できる。なお，隣接土地所有者が，

該当地を以降において分筆する際に，県の作成した地積測量図の境界点及び座標値が，新しい地積測量図

と合致していないと通らないことがポイント。 
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7.3  「用地幅杭」及び「用地境界杭」 

(1)  「用地幅杭」は，用地取得に先立って取得後の道路本体築造及び将来の道路の維持管理を行っていくために

必要な土地の区域を現地に定め，打設する仮杭（木杭）であり，測点（20m）の両側や，交差点のすみきり

部，曲線部などに打たれる「幅杭」と，取得後の民地間の筆境界をも兼ねて表す「民地界幅杭」の２種に区

分される。 

(2)  「用地境界杭」の設置に際しては，予め計画時に行う地元計画説明会や，工事の説明会等の機会を利用し，

杭の種類や大きさ，設置の仕方など事前に地元と十分協議・調整して行うことが肝要で，設置の際には関係

する土地所有者の立ち会いのもとに実施する。 
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7.4  「用地幅杭」の打設 

(1)  打設間隔 

原則として測点毎（20m）に設置することに加え，民地間の筆境界，交差道路の取付け，交差点の隅切部，

水路の取り付け，測点間で地盤の高低差がある場合など，すべての「用地境界杭」に代わる点に打設する。 

(2)  余裕幅 

切土のり面ののり肩，または盛土のり面ののり尻など，道路端部には，曲線の影響や，地盤の小規模な起伏

の吸収，土質の状況によるのり面の保護などのため，道路構造保全に必要な余裕幅を設ける。 

(3)  用地幅杭の位置 

(a)  盛土部 

盛り土部のり尻には道路構造保全に必要な余裕幅を持って，「用地幅杭」を打設する。余裕幅は 0.5m を標準

とする。ただし，盛土高が高い場合や地形が複雑な場所，軟弱地盤等の場合は適宜決定する。 

(b)  切土部 

切土部にあっては，表 7.1 の余裕幅を標準として「用地幅杭」を打設する。ただし，地形，地質，気象条件

など，これによりがたい場合は適宜決定する。 

 

               表 7.1 切土部の用地余裕幅 

切土高 (Ｈ) 余裕幅(Ｗ) おおよその地形 

  Ｈ≦1.5ｍ 0.5ｍ 

平地及び丘陵地 1.5ｍ＜Ｈ≦  3ｍ 1.0 注(1) 山岳地の地形が極めて急峻な，崩壊しやすい斜
面等の場合の余裕幅は 10ｍ程度とするのが望
ましい。   3ｍ＜Ｈ≦  7ｍ 2.0 

  7ｍ＜Ｈ≦ 14ｍ 3.0 
山 岳 地(1) 

  14ｍ＜Ｈ 5.0 

 

(c)  市街地部 

① 市街地において隣接地が平地であれば特に余裕幅をとらず，歩道縁石外面など付属構造物を用地境界と

して，「用地幅杭」を打設する。ただし，曲線部については，道路必要幅を確保できるよう打設間隔，

余裕幅を適宜決定する。 

② 市街化が予想される箇所で，下図のような場合には，上記①と同様に余裕幅をとらない。 

 

 

図 7.1 市街地部の用地幅杭 

 

③ ただしこの場合，使用貸借部分については道路区域とし，土地の所有者と，土地使用貸借契約を道路の

供用開始までに締結する。なお，民地側が経年後宅造等を行い，土地使用貸借契約の必要がなくなった

場合は契約の解除を遅滞なく行い，併せて区域変更を行うものとする。 

④ 道路と民地との高低差がある場合において，図 7.1 は民地部分に盛土での借地をしている例となってい

るが，現地条件等により擁壁による道路構造の保護も考えられる。 
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(d)  橋梁区間 

① 高架橋の下は特別の場合を除いて，橋梁直下（地覆外面）に，原則として平地では 0.5ｍ，山地では 1.0

ｍの余裕をとるとともに橋脚等の下部工の施工を考慮して「用地幅杭」を打設する。（環境対策などを

考慮する場合は，その必要幅を考慮する。） 

② 河川，鉄道などをまたぐ橋梁の場合はそれぞれの規定に従って，占用手続きの協議などの中で余裕幅を

決めていく。 

(e)  トンネル区間 

① トンネル本体の土被りが５ｍ以下となる部分及び区間 

原則としてトンネルが設置される土地を道路用地として取得するものとし，水平方向は，トンネル

本体の幅員（設計巻厚線の外側）に左右それぞれ 50 ㎝の保護層を加えた幅員とする。 

坑口部付近等で，道路保全上必要がある場合は，土被り５ｍを超える部分であっても必要な範囲の

土地は取得するものとする。 

② トンネル本体の土被りが５ｍを超える部分及び区間 

原則として「公共用地の取得に伴う損失補償基準細則」に基づき，土地に対する阻害率を算定し，

阻害が認められる部分については，区分地上権を設定するものとする。 

この場合の設定範囲は，垂直方向としては，トンネル本体の外側最頂部（設計巻厚線の外側）から

５ｍ上方の水平線まで，水平方向（側面）としてはトンネル本体の幅員に左右それぞれ 50 ㎝の保護層

を加えた垂直線までとし，更にトンネル下方はトンネル本体の最低部までとする。 

なお，これに伴い，各筆の分筆が必要となり，そのため現地に「用地幅杭」に代わる「地上権境界

杭」を打設する。 

③ 保護層の特例 

一般的なトンネルの場合の保護層は，上記のとおりトンネル垂直方向に５ｍ，水平方向に左右それ

ぞれ 50 ㎝とするが，トンネル本体の保全上必要がある場合は地形，地質等の条件から判断して必要な

範囲までを保護層に含めるものとする。 

ＮＡＴＭ工法の場合は，ロックボルト挿入深さ（先端）までをトンネル本体に準ずるものと見做し，

これに地形，地質等の条件から判断して必要となる範囲を加えて所要の権原の取得を行うものとする。 

この必要となる範囲は,一般的には設計巻厚線の外側から垂直方向に５ｍ（ロックボルトの長さが５

ｍを超える場合はロックボルトの先端から 50 ㎝を加えた範囲），水平方向にはロックボルトの先端から

50 ㎝を加えた範囲までを目安とする。 

 

（参考） 

Ⅰ．山岳トンネルとは 

都市部，水底トンネル以外のもので，かつ，最有効利用は林地であり，将来に渡り，開発計画の見

込がないと予想される区域に設けるものである。 

Ⅱ．保護層とは 

トンネル本体の保全を図るため上部及び両側面部の立体的な必要最小限の範囲であり上部保護層は，

主として建物荷重がトンネルの特定部位に集中荷重とならないための緩衝地帯，また両側面部の各保

護層はトンネルが物理的損傷を受けないための緩衝地帯として設けるものである。 

Ⅲ．トンネル縦断方向等における権原取得等の範囲の設定 

トンネル縦断方向で，トンネル断面の大きさや，ロックボルトの長さが異なる区間が生じる場合は，

適切な一定区間毎に代表断面（区間で最大となる断面）を定め権原取得等の範囲とする。 

【参考】愛知県用地事務便覧（通知 山岳トンネルにおける権原の取得の基本方針について）平成 21年 3 月 
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7.5  「用地境界杭」の設置 

(1)  設置位置 

(a)  「用地境界杭」は，前述の「用地幅杭」と同一地点に設置する。 

(b)  なお，用地境界線が構造物（のり止め擁壁，石積み，Ｕ型側溝，のり先コンクリート側溝，歩道縁石，Ｌ

型プレキャスト擁壁など）で明確にされている箇所についても，「用地境界杭」を必ず設置する。 

(2)  「用地境界杭」の種類，サイズなど 

(a)  県の標準のコンクリート十字杭（10*10:100 愛知県刻印付き）の採用を基本とするが，矢印杭（ ， ）

やプラスチック樹脂杭の採用，さらには目的・用途による杭の寸法の変更などは，事前に十分に地元と調

整の上，計画する。 

(b)  余裕幅を考慮し，官民境界に構造物を配置しない場合は，県の標準のコンクリート十字杭を使用する。 

(c)  最近，官民境界に配置したプレキャストＵ型側溝や，同Ｌ型擁壁の天端に金属プレート境界鋲で設置する

ケースも目立ってきたが，衝撃による脱落のおそれや，Ｕ字側溝取り替えの際に復元がされないなど永久

標として問題があるため，工事に先立ち，隣地の構造物が既に作られていて配置するスペースが物理的に

ないなど，真にやむを得ない場合を省き，金属プレート境界鋲の使用は避けるものとする（図 7.9③）。 

(3)  「幅杭」の省略 

(a)  市街地部の直線部などの用地実測図作成において，用地測量に際し，隣接地の区割りが小さい場合は，境

界杭が多くなりすぎることを避けるため，当初から 20m の測点毎の「幅杭」の設置をやめ，「民地界幅杭」

のみの「用地幅杭」を計画してもよい。 

(b)  また，同地域直線部の用地実測図には，測点毎の「幅杭」が記載されていても，地積測量図作成には，法

務局の指導で，その境界点を省略し分筆登記する場合が多い。この場合にあっても，「用地境界杭」の設置

は行うこととする。（用地実測図と現地は一致させる考え） 

 

7.6  「用地境界杭」の設置例 

(1)  官民境界に永久構造物を配置する場合の「用地境界杭」設置のポイント 

(a)  原則，県の標準コンクリート境界杭（＋ 10*10*100）を使用 

(b)  矢印杭（ ， ）採用の検討（図 7.9②） 

(c)  現場打擁壁や，現場打側溝などは，型枠切欠き工法の検討（図 7.9①） 

(d)  プラスチック樹脂杭の採用（長さが短いため，やむを得ない場所に限定） 

(e)  コンクリート杭の寸法（大きさ，長さ）の変更 

(f)  測点毎の「幅杭」が配置されている場合などで，県のコンクリート標準杭設置が難しい場合は，「民地界

幅杭」について寸法を１ランク下げて設置することも考える。極力，コンクリート境界杭の設置に努める。 
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(2)  余裕幅を設けて用地取得した切土部の場合 

原則として切土のり先と「用地境界杭」の間を余裕幅として確保する。 

（余裕幅については 7.4 用地幅杭の打設を参照） 

 

図 7.2 切土部の用地幅杭の設置例 

 

(3)  余裕幅を設けて用地取得した盛土部の場合 

工事の際，用地境界に永久構造物を設置し，「用地幅杭」と構造物の間に余裕幅を設けることが基本。 

（余裕幅については 7.4 用地幅杭の打設を参照） 

 

(a)  Ｕ型側溝の場合 

 

 

 

 

 

(b)  現場打重力式擁壁の場合 

 

 

 

 

 

(c)  基礎部分が隠れている逆Ｔ式擁壁の場合 

 

 

 

 

図 7.3 盛土部の用地幅杭の設置例 

(4)  橋梁の場合 

（余裕幅については 7.4 用地幅杭の打設を参照） 

 

図 7.4 橋梁部の用地幅杭の設置例 
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(5)  トンネルの場合 

(a)  土被り５ｍ以下となる部分及び区間 

 

（縦断図） 

 

 

 

 

 

 

 

（横断図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.5 トンネル部の用地幅杭の設置例（土被り 5 以下） 

 

(b)  土被り５ｍを超える部分及び区間 

（縦断図） 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.6 トンネル部の用地幅杭の設置例（土被り 5m 以上） 
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※ ロックボルトがある場合は、その先端までを本体とする 
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（横断図） 
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区分地上権等設定範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.7 トンネル部の用地幅杭の設置例（土被り 5m 以上） 

 

(c)  ＮＡＴＭ工法の場合の権原取得範囲 

 

 

斜線部： 
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図 7.8 ＮＡＴＭ工法の場合の権原取得範囲 
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図 7.9 用地境界杭の設置例（用地境界が側溝等の場合） 

 

 

 

 

図 7.10 用地境界杭の設置例（用地境界が側溝等の場合） よくない例 
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8.  道路デザイン 

8.1  道路デザインの目的と方向性 

道路デザインの目的は，道路の構想・計画，設計・施工，管理の流れのなかで景観に配慮し，機能的で使いやすく，

周辺景観も含めて美しい道路を創造することであり，さらには美しい道路づくりを通して，美しい国土を創造するこ

とである。新設，改築のみならず，現道の景観改善も美しい国づくりに大きな影響をもたらすため，その取り扱いに

あたっても，道路デザインを行うものとする。 

道路デザインの基本的方向性は，道路の機能を踏まえ，道路を地域に馴染ませること，景観的一貫性を保持するこ

と，控えめで洗練された道路景観を創造すること，過剰なデザインを排除することである。 

図 8.1 に，道路デザインにおける課題の抽出（山間地域の例）を示す。山間地域，丘陵・高原地域，田園地域，都

市近郊地域，市街地等，当該道路の通過する地域の特性に相応しい道路のあり方を十分に検討することが望ましい。 

 

図 8.1 道路デザインにおける課題の抽出の例 

【適用】道路のデザイン-道路デザイン指針(案)とその解説,平成 29年 11 月，(財)日本みち研究所 

 

8.2  構想・計画時のデザイン 

構想・計画時の道路デザインにおいては，道路工学的な観点等からの調査に加え，景観調査によって，景観資源と

して保全・活用すべきものや，影響を回避すべきもの等を抽出し，総合的に計画条件を検討した上で，道路デザイン

方針を設定する必要がある。構想・計画時の道路デザインは，地域，都市の骨格形成に大きな影響力をもつ。また，

構想・計画時の道路デザインは，道路景観の骨格を規定し，後の段階に大きな影響をもつため，後の段階で手戻りの

ないよう，慎重に検討する必要がある。 

例えば山間地域では，のり面の出現等の地形改変が景観に及ぼす影響が大きいため，地形改変を極力抑えるよう，

地形を尊重するデザインをしなければならない。 

 

地域のシンボル的な山 「山アテ」として存在を意識させることが必要 

湖畔の眺望を楽しむための 

立ち寄り空間の確保が必要 

景観的に魅力的な湖水 

湖畔へのアプローチと湖畔に面した 

ゆっくり休める空間の整備が必要 

快適な走行のための湖畔 
に沿う線形設定が必要 

走行景観上問題 
となる切土のり 
面の縮小が課題 

コンクリートが目立つトンネル坑口の処理が課題 

アイストップに相応しい空間整備の要請 

地域の環境・景観 
を保全するために 
遠くまでの見通し 
を確保することが 
必要 

地域を分断する盛 
土に代替する構造 
の選択が課題 

街並み景観を引立てる 

横断構成の採用が課題 

見通しの利くシンボリックな線 
形・幅員の採用 

貴重な生物相が保全されている湖沼 

湖沼からの線形の離れと道路構造による自然改変の縮小が課題 
道路構造のデザインが課題 

走行景観上問題となる切土のり面の縮小が課題 

線形の工夫による果樹園の 
眺望確保が必要 

景観的に特徴をもつ果樹園の展開 

景観的に問題となる切土 
のり面の縮小が必要 

無秩序な開発を抑制しながら沿道 

環境を保全することが課題 

道路の影響を減少することが必要 

景観資源 

内部景観に係わる検討課題 

外部景観に係わる検討課題 
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図 8.2 線形計画による地形改変の軽減 

【適用】道路のデザイン-道路デザイン指針(案)とその解説, 平成 29 年 11 月，(財)日本みち研究所 

 

8.3  設計時のデザイン 

のり面が発生する箇所では，ラウンディング等のアースデザインの手法を用いて，自然地形とのスムーズな連続性

を確保することが望ましい。のり面に代替する擁壁・腰石積みは，道路構造物から受ける圧迫感や周囲の景観との違

和感を避けるため，シンプルな形態にするとともに，植栽や表面処理等により，目立たないものにすることが重要で

ある。橋梁・高架橋の設計にあたっては，まずそのもの自体の美しさに配慮することが重要である。また，周辺景観

のなかでのおさまりを十分に検討する必要があり，原則として周辺景観に溶け込むデザインとすることが望ましい。

トンネルの設計では，坑口の形状も含めて圧迫感のない内部景観となるように留意する。 

歩道空間はシンプルで利用しやすい空間とする必要がある。バス停留所や停車帯を設置する場合には，道路空間の

なかでのおさまりを考え，違和感のないものとするように留意する。ユニバーサルデザイン，バリアフリーを目的と

した整備を行う場合には，景観的観点も含めた総合的なデザイン検討を行うことが重要である 

      

【適用】道路のデザイン-道路デザイン指針(案)とその解説, 平成 29 年 11 月，(財)日本みち研究所 

 

8.4  道路景観整備を行う場合の参考文献 

・愛知県道路景観整備地区基本計画報告書（愛知県土木部道路維持課，平成 3 年 3 月） 

・愛知県公共事業景観整備指針(案)（愛知県建設部公園緑地課，平成 21年 3 月） 

・横断歩道橋デザインガイド（愛知県土木部道路維持課，平成 5 年 8 月） 

・道路のデザイン（財団法人日本みち研究所，平成 29年 11 月） 

・道路景観整備マニュアル(案)（建設省道路局企画課道路環境対策室，昭和 63年 10 月） 

・道路景観整備マニュアル(案)Ⅱ（建設省道路局企画課道路環境対策室，平成 5 年 3 月） 

・街路の景観設計（土木学会編，昭和 60年 12 月） 

・道路構造物景観設計ハンドブック（建設省関東地方建設局道路部，平成 2 年 3 月） 

・高速道路の景観整備実践マニュアル （日本道路公団，平成 6 年 8 月） 

・橋の美Ⅲ［橋梁デザインノート］（(社)日本道路協会，平成 4 年 5 月） 

・橋と景観［景観マニュアル］（(社)日本橋梁建設協会，平成 7 年 3 月） 

・橋の景（季刊「ジャパンランドスケープ」，平成 2 年 2 月） 

・CIVIC DESIGN REPORT CRONOS（建設省大臣官房技術調査室，平成 2 年） 

・美しい橋のデザインマニュアル（土木学会，平成 5 年 7月） 

図 8.3 橋梁基盤の埋め戻しと植栽整備 図 8.4 擁壁による地形および自然環境の保全  
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9.  埋蔵文化財の取扱いについて 

埋蔵文化財発掘調査は，文化財保護法に基づいて実施しているものであり，文化財保護法では埋蔵文化財，天然記

念物，景勝等の「記念物」を対象としている。 

開発（公共事業）を実施する場合においては，文化財保護の観点から，下記フローに従い所定の手続きを実施する

ものとする。 

書類の提出時期等詳細については，各事業課と相談するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9.1 開発計画と埋蔵文化財のフロー 

開発（公共事業）の計画 

埋蔵文化財の所在の有無の照会 

回 答 

埋蔵文化財の所在は 

確認できません 

埋蔵文化財が所在 

します 

協 議 

文化財保護法第９４条第１項の規定による埋蔵文化財発掘の通知 

該当の市町村教育委員会を経由して県教育委員会へ 

回 答 

発掘調査 工事立会 慎重工事 現状保存 

事業計画の変更 

などによる 

現状保存 

必要な場合は事業者負担に 

よる範囲確認調査を実施 

発掘調査依頼 

開発計画が決まり次第照会 

（全箇所対象） 

現地調査着手可

能時点及び想定

される発掘調査

の前年まで 

埋蔵文化財の所在が 

確認された後速やかに 

発掘調査の回答後速やかに 

建設事務所→事業課→県教委 

建設事務所→事業課→県教委 

建設事務所→市町村教委→県教委 

建設事務所→事業課→県教委 

試掘依頼 

試掘調査 

工 事 着 手 

新たに埋蔵文化財を発見した場合は県・市町村教育委員会 

に連絡・協議 →遺跡発見の通知（文化財保護法第57条の6） 

事業量照会 

調 整 

愛知県埋蔵文化

財調査センター 

発掘調査 
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可能性が高いので試掘

調査をお願いします 
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10.  幾何構造基準値一覧表（参考資料） 
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